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[ 11 2 ] ( )別紙第 書式 表面の号
現金支援申請書

理期間処
60日

申請者
( )商 名 英文または① 号 称

籍③国
( )住所 英文②

外 人国
投資
企業
(設立
された

場合

商 名または④ 号 称 文：国
英文：

( )事業者登 番 本社⑤ 録 号
住所⑥

本社 ( )電話　　　　　　　　　　　　　　　 ：

( )工場 事業場または ( )電話　　　　　　　　　　　　　　　 ：

投資事業名※⑦

投資金額⑧総 (USD )相當ウォン　　　　　　 　

外 人投資金額⑨ 国
( )及 申告 予定 日び

(USD )相當 年 月 日ウォン　　　　　　 　 、　　　

投資予定地 住所の⑩

現金支援申請事由⑪

14 2 1 1法第 第 項第の□ 条 号
14 2 1 2法第 第 項第の□ 条 号
14 2 1 3法第 第 項第の□ 条 号

事業※⑫ 　　

または　

生産品目

現金支援申請金額⑬ (USD )相當ウォン　　　　　　　　

20 3外 人投資促進法施行令第 規定 上記 現金支援 申請の の により のとおり を します、 。国 条
年 月 日

( )申請者 印

産業資源部長官 殿

※ ( )提出 申請書添付書類 含 返 申請書 作成 所要 費用 申請者 負された を むは さず の に される は の になります、 。担
現金支援契約 締結前 現金支援 金額 確定 契約締結前 行の までは するかどうかと が されていないため に さ、 、 実
投資行 申請者 責任れた は の になります。為

( ) ( )投資事業名欄 地域工場 究施設 新設 設件 記入の には または の または のように します※ ⑦ 、「○○ 」 。研 増
※ 14 2 1事業 生産品目欄 法第 第 項各 基 運 生産 遂行 事業 生産品の または には の に づき または する あるいは⑫ 、 、条 号 営

目 具 的 記入を に する。体
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( )裏面

  具備書類※

手 料数
なし

1. 5投資計 書及 要約書各 部び画
2. ( )5申請者 財務諸表 法人 場合 限 部の の に ります

( )額投資 場合 當該外 人投資企業 財務諸表 含の の を みます、増 国
3. 5投資資金 調達元別 資金 及 確認書 部の の の びその の し内訳 写
4. 1 ( )外 人投資申告書 部 申告 場合 限の し した に ります国 写
5. 1外 人投資 連 意見提示 受 場合 意見書 部プロジェクト マネ ジャ から の を けた その、･ ー ー 国 関
 

投資計 書 次 事項 盛には のような を り まなければなりません※ 。画 込
(1) (申請者 主要 績及 財務 態 親 社及 海外子 社 現況 事業報告書 連資料の び び の などの　 、経営実 状 会 会 関

)含を みます

(2) 投資金額及 外 人投資金額び　 総 国
(3) ( )立地計 地域 規模 取得方法 費用 含などを みます　 、 、 、画
(4) 5 ( )今後 年間 年度 投資計 土地 建物 設備 固定資産 項目 分 作成ごと など の ごとに して します　 、 、 、 、画 区
(5)　 5 ( )今後 年間 年度 投資資金及 運 資金 調達計 部調達 外部調達 現金支援 分ごと び の などに します、 、 、転 画内 区
(6)　 (詳細 事業計 事業 容 製品 技術 容及 水準 生産工程 前後方 産業 親 社及 海な び の び、 、 、 、 、画 内 内 会

)外子 社 具 的 事業 係 含との な などを みます会 体 関
(7) ( )外市場 需給現況及 今後 展望予想 外競 企業 現況及 展望 含においての び の される の び を みます　 内 内 争
(8)　 10 (投資企業 年間 事業性見通 投資 益率 純現在 値 具 的 投資 益性資料 算出根の の し など な と、収 価 体 収

示 事業を し リ、拠 )及 財務 容 管理計 含スク び リスクなどに する と を みます対 内 画
(9)　 5 (今後 年間 推定財務諸表 上原 構成 費用要素 上高 具 的 推定 容及 根を する と に する な び、 売 価 売 対 体 内 拠

)資料 含を みます

(10) 5 (今後 年間 年度 新規雇用計 及 括表 理工系 人員 賃金水準 人員ごとの び ごとの ごとの　 、 、 、画 総 学歴
)同種業界 平均賃金水準 比較 含 正規職 非正規職及 外 人 分 作成との の などを み び を して します、 ･ 内 国 区

(11) 5 (今後 年間 究開 計 育訓練費 敷設 究所 設立 別 究開 人の を するかどうか の　 、 、 、研 発 画 教 研 学歴 研 発
)材 規模 究開 投資 規模 企業 究機 共同 究 含の の との などを みます、 、研 発 国内 ･研 関 研

(12) ( )韓 投資 象 選定 理由 代替投資 比 長所 短所 含を として した と べて を みます　 、国 対 国 国 ･
(13)　 5 (今後 年間 地域及 民 貢 果 生産 輸出及 需販 直 間接 雇用規模び への び の、 、 、 、国 経済 献効 内 売 ･ 税
金納付 原副資材 調達線及 製品販 線 前後方 連携 果 地域本部機能 行の び に する の アジア を う、 、売 対 効

含かどうかなどを みます)

(14) 他 現金支援 決定 産業資源部長官 必要 認 事項その に の のために が と める　

210mm×297mm( 60g/ ( )一般用紙 リサイクル㎡
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